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研究成果の概要（和文）： 本研究の成果は、第１に、アメリカ合衆国、カナダ、フランス及びドイツにおける
憲法適合的解釈又は合憲解釈並びにイギリスにおけるヨーロッパ人権条約適合的解釈に関する判例及び学説の状
況について、調査研究を行い、法令解釈の手法として憲法適合的解釈が広く行われているという普遍性と各国の
独自性について詳細に明らかにした。
　　第2に、こうした比較法的考察を踏まえた上で、我が国の最高裁判例や学説を精密に分析し、「憲法適合的
解釈」概念の用法、憲法適合的解釈の意義、及び憲法適合的解釈が認められる要件と限界などを解明し、法令一
部違憲、適用違憲その他の憲法判断との異同を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The achievements of this study are as follows: First, we conducted a 
comparative legal research on the judicial precedents and academic theories concerning 
constitution-compatible interpretation in the United States, Canada, France and Germany, and 
convention-compatible interpretation in the UK. We have made it clear that constitutional-compatible
 interpretation is widely shared as the cardinal principle of statutory construction, and then 
elaborately portrayed the differences among these countries of the way how courts actually applied 
this method.
Secondly, based on that research, we precisely analyzed the Supreme Court precedents and academic 
theories in Japan, and clarified the conception of "constitutional-compatible interpretation", its 
merits and demerits, conditions on which such a method can be constitutionally applied, and finally,
 the differences from the severability, “unconstitutional as applied” approach and other methods 
how to declare unconstitutionality of statutes.

研究分野：憲法学
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１．研究開始当初の背景 

 今世紀初頭より、最高裁が違憲審査に積極
的な立場をとるようになったとされ、憲法判
断の方法にも注目が集まっている。これに関
連して、2012年 12月 7日のいわゆる堀越判
決の千葉補足意見で、基本法における憲法も
加味した体系的な解釈と合憲限定解釈を区
別し、当該判決の調査官解説は、前者を学説
に言う憲法適合的解釈のことを指している
としており、憲法適合的解釈と合憲限定解釈
の区別に注目が集まった。 
 このような状況のもとで、これもまた近時
の最高裁判決で多用され、合憲限定解釈との
親和性も指摘されてきた一部違憲判決を含
む、他の様々な憲法判断の方法と憲法適合的
解釈の関係性を明らかにすることも重要な
課題となっていた。 
 他方、毛利透や宍戸常寿の紹介により、ド
イツにおける憲法適合的解釈にも注目が集
まりつつあり、他国にも類似の憲法判断の方
法が存在することが知られていた。 
 以上のような状況のもとで、多国間比較に
よる、憲法判断の一手法としての憲法適合的
解釈の再定位を目論むのが本研究の出発点
であった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究において、第一に目的となったのは、
堀越判決によって焦点が当たった、憲法適合
的解釈と、従来にいわゆる合憲限定解釈の相
違を明らかにすることである。しかし、これ
については、一定の議論が本研究に並行して
進められていたところであり、本研究はこれ
のみに特化した独自性のないものではない。
というのも、本研究における根本的な目的は、
このような局所的なものにとどまるもので
はなく、憲法適合的解釈をあくまで「とっか
かり」としつつ、憲法訴訟の「活性化」時代
における、憲法訴訟論の再構築を目論むもの
である。換言すれば、我が国における、「憲
法救済法」の構築である。これは、本研究課
題の副題にも掲げられた、(従来のような他国
の違憲審査制の焼き直しではない、)日本型の
違憲審査制の構築と位置付けられる。 
 以上のような根本的な目的から派生する、
より具体的な研究目的として、先に掲げた、
憲法適合的解釈と合憲限定解釈の区別の他
には、様々な憲法判断の手法の中で、憲法適
合的解釈なり、合憲限定解釈がどこに位置付
けられるかを明らかにすることがあげられ
る。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究の方法の特徴は、我が国と米英加独
仏との多国間比較法の手法を用いることで
ある。研究代表者土井が全体を総括しつつ、
我が国における憲法適合的解釈のあり方に

ついて、各国に関する研究成果をふまえてま
とめ、日本型の違憲審査制の構築への提言を
行うことになった。このような研究体制を可
能とするため、京都における年 2回の研究会
のほか、随時緊密な連絡を取り合った。 
 また、研究分担者の比較法等の分担につい
ては、まず、松本がアメリカを担当しつつ、
一部違憲との対比を中心に、憲法判断の手法
の中での位置付けについて研究した。奥村は、
フランスの解釈留保判決について、内野はイ
ギリスにおける人権条約適合解釈について、
白水は、カナダにおける合憲解釈一般につい
て、山田は、ドイツにおける憲法適合的解釈
について調査した。比較法に際しては、各国
の判例や学説などの文献調査が中心となっ
た(この手法は、日本についての研究について
も妥当する)が、各国の研究者を現地に訪ねて、
実情や学術的分析について調査を行った。な
お、内野と山田は、我が国における従来の判
例・学説の整理も担当した。 
 
４．研究成果 
（１）上記のとおり、本研究は、我が国にお
ける憲法適合的解釈の検討に際し、アメリカ、
イギリス、カナダ、ドイツ、フランスの分析
を行った。以下、その成果につき、英米法圏
（英米加）、大陸法圏（独仏）にわけその概
要をまとめ、最後に全体の総括及び我が国へ
の示唆を記す。 
（２）英米法圏 
アメリカには、憲法適合的解釈そのものに
該当する言葉はないものの、憲法判断回避ル
ールや合憲限定解釈など、憲法適合的解釈に
近接する手法を、合衆国最高裁はこれまで採
用してきた。合衆国最高裁がこれらを使い分
ける基準は一概に存在せず、裁判官の裁量に
よるものが大きいが、コート（court）によ
ってその特徴を見出すこともできる。例えば、
現在のコートであるロバーツコートでは、憲
法判断を回避しながらも、当該法令が違憲と
なり得る解釈を示し、けれども合憲限定解釈
を行うという憲法判断回避ルールと合憲限
定解釈を混合させた手法をとっている。この
ような背景には、司法積極主義を採用する傾
向にあるロバーツコートの特徴が窺えるが、
他方で、憲法問題として正面から扱わないこ
とは実は司法消極主義とも評価できるため、
アメリカにおける憲法適合的解釈の使用は
一貫性を欠いたものであると言えよう。 
カナダにおいても、憲法適合的解釈そのも
のに該当する言葉はないものの、カナダ最高
裁は憲法適合的解釈に似た概念である合憲
限定解釈(reading down)を採用している。そ
こで、表現の自由に関する判例を中心に、カ
ナダ最高裁がどのような基準で合憲限定解
釈を用い、あるいは用いなかったのか、とい
う観点から整理を行った。その上で、カナダ
最高裁は、一貫して、カナダ憲法（特に、人
権憲章）が保障する諸目的の促進となるかと
いう観点から合憲限定解釈を行うか否かを



決しており、その意味で当事者救済型の救済
手法として合憲限定解釈を位置付けている
と結論付けた。 
 イギリスには、憲法適合的解釈そのものに
該当する言葉はないものの、1998年人権法下
における審査を「憲法適合性審査」と位置づ
ける論者もいることから、イギリス法におけ
る人権条約適合的解釈（人権法 3条 1項）が
それに相当するといえるだろう。A. Kavanagh
によれば、人権法 3条 1項は「制定法解釈上
の推定」を定めたものであり、その推定が覆
されるのは根本的特徴の限界あるいは立法
部による熟慮の限界を超える解釈がなされ
たことが示される場合である。しかも、人権
法 3条 1項は「強力な」推定を定めたものと
いえる。特に根本的特徴の限界については、
法解釈は部分的・漸増的法形成としての性質
をもつから、部分的改変技法では除去できな
いほど制定法構造に織り込まれている特徴
を根本的特徴といい、当該解釈が根本的特徴
の限界を超えるものであるか否かは、特定の
適用事例の全体的な文脈上の布置を踏まえ
て判定すべきものである。こうした法解釈観
に立ち根本的特徴の限界を捉える Kavanagh
の見解を踏まえると、憲法適合的解釈の要件
論を再構成する端緒を得ることができると
言えよう。 
（３）大陸法圏 
 近時の憲法適合的解釈概念の導入論は、ま
さにドイツの議論を参考にしたものであり、
ドイツには、当然憲法適合的解釈そのものに
該当する言葉がある。憲法適合的解釈を通じ
た、法令解釈における憲法の考慮は裁判官の
解釈の枠を広げる方向にはたらき、また、憲
法適合的解釈は法体系における憲法の位置
づけに関わる基本問題として意識される。ま
ず、狭義の憲法適合的解釈は、類似概念とし
ての憲法志向的解釈とは異なる根拠に基づ
くものであるが、憲法志向的解釈との概念上
の区別は相対的である。次に、憲法適合的解
釈の現象形態については、第一に、憲法適合
的解釈は立法と解釈の境界の問題として現
象する。連邦憲法裁判所は一定の限界づけを
しているものの、限界づけが実際には機能し
ていないという指摘があるとともに、憲法適
合的解釈によりかえって立法の質低下が生
じるといった批判もある。第二に、憲法適合
的解釈は、通常の法解釈と憲法解釈との境界
の問題として現象する。憲法裁判所が通常の
法解釈に侵犯し、他方で専門裁判所が憲法適
合的解釈（狭義）を行っている現状に対して、
憲法志向的解釈を専門裁判所に、憲法適合的
解釈（狭義）を憲法裁判所にとの提案が存在
しており、これについては一定の限界設定が
試みられつつ、憲法裁判所と専門裁判所の
「協働」が模索されている。こうしたドイツ
法の議論状況を踏まえると、ドイツの問題は
日本法において憲法裁判所導入のデメリッ
ト論として機能する可能性があり、また、法
解釈の守備範囲に制限なき日本の最高裁が

憲法を持ち込むことの危険性を示唆するも
のと言えよう。 
 フランスには、憲法適合的解釈そのものに
該当する言葉はないものの、憲法院判決のう
ち解釈留保付き合憲判決がそれに相当する。
まず解釈留保は、フランス憲法学説及び憲法
院判決によれば、①憲法院が提訴された法律
の規定から法的効力を取り除くこと、あるい
は、憲法に反するような解釈を排除すること
をいう「中和的解釈」、②憲法院が、法律の
憲法適合性を導く規定を法律に付け加える
こと、つまり、法律に明記された以上の意味
を法律の規定に与えることをいう「建設的解
釈」、そして③憲法院が、法適用機関のため
に、憲法に適合する法適用方式を定め、その
方式を明確にすることをいう「指令的解釈」
の三つに分類される。次に、事前統制と事後
統制における解釈留保の異同については、上
記の三分類は事後統制判決において踏襲さ
れており、また、憲法院の審査対象となる法
律の規定が通常裁判官による解釈を欠くも
のである場合には解釈留保の方法が根本的
に変化するものではない。他方で、審査対象
となる法律の規定が通常裁判官による解釈
を経たものである場合には、憲法院の審査対
象は通常裁判所による法律解釈となり、憲法
裁判官は生ける法を統制することができる。 
（４）総括 
上述のように、本研究の目的は、憲法適合
的解釈と合憲限定解釈の異同を論じること
のみを念頭に置いたものではなく、広く憲法
訴訟の体系に照らし、両概念を把握すること
にある。その観点から我が国の学説を分析す
ると、憲法適合的解釈における「適合」する
か否かの議論と、合憲限定解釈における「合
憲」か否かの議論の差異は相対的であり、こ
とさら両者を区別すべきものではないこと
が明らかとなった。確かに、合憲限定解釈が
本来的には違憲となる法令を救済する手法
であるのに対し、憲法適合的解釈は合憲部分
と違憲部分を確定させ、合憲的になるよう解
釈する手法であることから、両者に全く差異
がないものではないが、憲法適合的解釈は、
合憲拡張解釈のような文言等を充填させる
機能がその内実であり、その意味で、憲法適
合的解釈それ自体に積極的な意義を見出す
ことは難しいのではないかと結論付けた。も
っとも、このことが憲法適合的解釈の検討を
終わらせるものではなく、冒頭に述べたよう
に、憲法適合的解釈を広く救済(remedy)と位
置付けるのであれば、一部違憲の手法との関
係性(なお、本研究では、一部違憲の救済に
おける意義と位置付けについて、我が国従来
の判例を整理する作業も行われた)など、い
まだ考察すべき論点は残されており、本研究
がその端緒を開いたものであると評価でき
るのではないだろうか。 
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